
　 　

　

平成19年12月期　第１四半期財務・業績の概況（連結）
平成19年５月11日

　

上場会社名　株式会社メディビックグループ (コード番号：2369東証マザーズ)

（ＵＲＬ　http://www.medibic.com）

問合せ先 代表者役職・氏名 代表取締役社長 橋本　康弘 　

　 責任者役職・氏名 専務取締役 川井　隆史 ＴＥＬ：03－5510－2407

　

1.　四半期連結財務情報の作成等に係る事項

①　四半期連結財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　：中間連結財務諸表作成基準

②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：無

③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　　　：無

④　会計監査人の関与

四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算書については、株式会社東京証券取引所の「上場有価証

券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に

対する意見表明に係る基準」に基づき、みすず監査法人の手続きを受けております。

　

2.　平成19年12月期第１四半期財務・業績の概況（平成19年１月１日～平成19年３月31日)

　(1) 連結経営成績の進捗状況 （百万円未満切捨）

　 売上高 営業利益 経常利益
四半期(当期)

純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年12月期第１四半期 270 △8.2 △315 ― △322 ― △323 ―
18年12月期第１四半期 294 302.2 △14 ― 19 ― 2 ―

（参考）18年12月期 1,648 121.8 3 ― △38 ― △203 ―
　

　
１株当たり四半期
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

19年12月期第１四半期 △3,443 11 ― ―
18年12月期第１四半期 36 24 34 89
（参考）18年12月期 △2,442 52 ― ―

（注）売上高におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

　

　(2) 連結財政状態の変動状況 　

　 総資産 純資産 自己資本比率
１株当たり
純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年12月期第１四半期 3,657 2,284 61.5 22,842 26
18年12月期第１四半期 3,331 2,259 67.8 27,566 21

（参考）18年12月期 4,079 2,319 56.0 25,515 94

　

　(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年12月期第１四半期 △536 32 ― 1,176
18年12月期第１四半期 381 △243 ― 853

（参考）18年12月期 282 △304 983 1,681
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3.　平成19年12月期の連結業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日)
　

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中　間　期 1,072 △56 △82
通　　　期 1,597 △352 △366

(参考）　１株当たり予想当期純利益(通期）　△3,720円62銭（発行済株式数の増加による修正を加えております。）

　　上記業績予想は平成19年２月９日に発表いたしました業績予想から変更はありません。

　※業績予想数値につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、多分に不確定

な要素を含んでおります。従いまして、今後発生する状況の変化等によっては、実際の業績等は上記予想数値と異なる

場合があります。

　

＜連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等＞

当社グループ（当社及び連結子会社９社）の当第１四半期の連結売上高は270,767千円（前年同期比8.2％

減）となりました。経常損失322,534千円（前年同期は経常利益19,478千円）、第１四半期純損失323,615千円

(前年同期は四半期純利益2,970千円)となりました。また、販売費及び一般管理費は、217,331千円（前年同期

比4.2％増）であります。

セグメント別事業概況は次の通りです。

　

①　事業の種類別セグメントの状況

［バイオマーカー創薬支援事業］

バイオマーカー創薬支援事業においては、遺伝子発現解析ソリューションとして、RNA増幅試薬の販

売展開やバイオマーカー受託解析サービスにおいて、多くの案件を獲得いたしました。また、当社が独

占販売権を有する遺伝子発現解析ソフトArrayAssist®シリーズの販売についても、サポートサービスを

伴うライセンス年間契約を多く受注しております。前期より提供開始しているPGxトータルソリューシ

ョンサービスについては、平成19年１月、Affymetrix Japan社と協同支援サービスを開始し、技術とサ

ービスの強化を進めており、 国内外製薬会社より引き合いを頂いておりますが、受注済の案件への対

応に当初の予定より時間を要しており、結果として、バイオマーカー創薬支援事業の連結売上高は、

54,608千円(前年同期比2.7%減)となりました。

　

［創薬事業］

創薬事業においては、現在研究開発段階にあるため、当第１四半期連結会計期間における売上高計上

はございません。

　

［投資・投資育成事業］

投資・投資育成事業においては、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの運営するファ

ンド保有の営業投資有価証券を売却いたしました。ファンド等への投資顧問事業も順調に進捗しており

ますが、上場や事業進捗等の遅れが見込まれている投資先について、投資先会社の実情を勘案の上、営

業投資有価証券評価損71,999千円、投資損失引当金繰入額94,000千円及び投資損失引当金戻入益28,800

千円を計上しております。

結果として、投資・投資育成事業の連結売上高は、216,158千円(前年同期比9.3%減)となりました。

　

［その他事業］

当第１四半期連結会計期間における、その他事業売上高計上はございません。
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なお、事業の種類別セグメントごとの売上高は以下の通りであります。

(百万円未満切捨)

　

18年12月期第１四半期
連結会計期間
(前年同期)

19年12月期第１四半期
連結会計期間
(当四半期)

対前年
増減率

前連結会計年度
(通期)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

バイオマーカー創薬支援事業 56 19.0 54 20.2 △2.7 203 12.4

創薬事業 ― ― ― ― ― ― ―

投資・投資育成事業 238 80.8 216 79.8 △9.3 1,444 87.6

その他事業 0 0.2 ― ― ― 0 0.0

合計 294 100.0 270 100.0 △8.2 1,648 100.0

（注）第７期第１四半期連結会計期間より、バイオマーカー探索事業を事業区分に新設いたしましたが、当該名称が基

礎研究における探索事業を想定させ、当社においての主として新薬開発における総合的なソリューションの提供

とは異なるため、第７期中間連結会計期間より、当該事業区分の名称をバイオマーカー創薬支援事業に変更して

おります。

　

＜連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等＞

当社グループの当第１四半期連結会計期間末における総資産は3,657,168千円となり、期首に比べ422,549

千円減少いたしました。主な要因としては、現金及び預金の減少213,412千円、有価証券の減少291,197千円

など、流動資産の減少によるものであります。負債合計は1,373,024千円となり、期首に比べ386,846千円減

少いたしました。主な要因としては、新株予約権の行使による株式の発行により借入金の返済を行ったもの

であります。株主資本は2,253,211千円となり、期首に比べ42,215千円の減少となりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は61.5％となりました。

　

＜キャッシュ・フローの状況＞

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、期首に比べ504,611千円減少し、1,176,621

千円となりました。当第１四半期連結会計期間の概況は以下の通りです。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結会計期間においては、536,491千円の減少となりました。主な要因としては、税金

等調整前第１四半期純損失（322,534千円）の計上、売上債権の増加(154,842千円)による資金の減少、

及び法人税等の支払（85,719千円）による支出であります。

　なお、前第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主として売上債権

の減少（310,944千円）及び営業投資有価証券の減少（45,651千円）による収入などにより、381,178千

円の増加となっております。

　以上の結果、第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前第１四半期

連結会計期間に比べ917,669千円減少し、536,491千円の減少となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)
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当第１四半期連結会計期間においては、32,573千円の増加となりました。主な要因としては、有形固

定資産（61,000千円）及び投資有価証券の売却（25,004千円）による収入、貸付による支出（50,000千

円）によるものであります。

　なお、前第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主として㈱メディ

ビック・アライアンスによる投資ファンドへの出資などの、投資有価証券等の取得による支出（281,000

千円）などにより、243,807千円の減少となっております。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前第１四半

期連結会計期間に比べ276,380千円増加し、32,573千円の増加となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間においては、新株予約権の行使による株式の発行（280,000千円）による

収入とこれに伴う長期借入金の返済（280,000千円）による支出のため、結果として、前第１四半期連

結会計期間同様、増減はありませんでした。

　

＜平成19年12月期の連結業績予想(平成19年１月１日～平成19年12月31日)に関する定性的情報等＞

当連結会計年度におきましては、バイオマーカー創薬支援事業においては、国内外製薬企業のみならず、

大学等研究機関やバイオ関連企業を対象に、PGxトータルソリューションサービスを展開し、受注拡大に努

めてまいります。

投資・投資育成事業においては、国内外におけるプライベート・エクイティ事業の強化やベンチャーファ

ンドの組成に努めてまいります。また、主に中国・韓国において、事業化の推進やマーケティング支援など

ハンズオンの育成事業にも注力してまいります。当第１四半期の連結業績は、バイオマーカー創薬支援事業

に若干の遅れがみられるものの、ほぼ計画通りに推移しており、通期の連結業績予想につきましては、平成

19年２月９日発表の「平成18年12月期　決算短信(連結)」に記載の通り、売上高1,597百万円、経常損失352

百万円、当期純損失366百万円を見込んでおります。

　

　

※通期の業績見通しに関する留意事項

通期の業績見通しにつきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は今後起こりうるさまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があります。
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4.　第１四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期
連結会計期間末

(平成18年３月31日現在)

第８期　第１四半期
連結会計期間末

(平成19年３月31日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(平成18年12月31日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 863,243 　 　 1,186,626 　 　 1,400,038 　

　２　受取手形及び売掛金 　 　 119,842 　 　 233,030 　 　 78,187 　

　３　有価証券 　 　 ― 　 　 ― 　 　 291,197 　

　４　たな卸資産 　 　 6,953 　 　 15,105 　 　 10,930 　

　５　営業投資有価証券 　 863,507 　 　 1,343,341 　 　 1,313,886 　 　

　６　投資損失引当金 　 △29,600 833,907 　 △168,365 1,174,975 　 △103,165 1,210,720 　

　７　前払費用 　 　 6,392 　 　 13,674 　 　 8,974 　

　８　未収消費税等 　 　 10,440 　 　 2,094 　 　 3,853 　

　９　その他 　 　 22,238 　 　 167,070 　 　 179,132 　

　10　貸倒引当金 　 　 ― 　 　 △650 　 　 ― 　

　　　流動資産合計 　 1,863,020 55.9 　 2,791,928 76.3 　 3,183,034 78.0

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 13,427 　 　 11,915 　 　 11,601 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △4,265 9,161 　 △3,535 8,379 　 △3,249 8,352 　

　　(2) 工具器具及び備品 185,177 　 　 44,548 　 　 43,737 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △42,990 142,186 　 △29,668 14,879 　 △28,386 15,350 　

　　　有形固定資産合計 　 　 151,348 4.5 　 23,259 0.6 　 23,702 0.6

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 電話加入権 　 　 144 　 　 144 　　 144 　

　　(2) ソフトウェア 　 　 3,853 　 　 3,599 　　 2,544 　

　　(3) 販売権 　 　 71,428 　 　 ― 　 　 ― 　

　　(4) 化合物利用権 　 　 419,577 　 　 320,853 　 　 345,534 　

　　(5) その他 　 　 71 　 　 30 　 　 40 　

　　　無形固定資産合計 　 　 495,074 14.9 　 324,627 8.9 　 348,263 8.5

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 274,096 　 　 298,314 　 　 303,580 　

　　(2) 出資金 　 　 432,123 　 　 499 　 　 510 　

　　(3) 関係会社株式 　 　 56,237 　 　 56,805 　 　 56,805 　

　　(4) 関係会社出資金 　 　 ― 　 　 108,908 　 　 111,012 　

　　(5) 長期貸付金 　 　 14,323 　 　 10,282 　 　 11,296 　

　　(6) 差入敷金・保証金 　 40,800 　 　 39,993 　 　 40,028 　

　　(7) その他 　 　 4,725 　 　 6,084 　 　 5,018 　

　　　貸倒引当金 　 　 ― 　 　 △3,535 　 　 △3,535 　

　　　投資その他の資産合計 　 822,306 24.7 　 517,353 14.2 　 524,716 12.9

　　　固定資産合計 　 　 1,468,729 44.1 　 865,240 23.7 　 896,682 22.0

　　　資産合計 　 　 3,331,750 100.0 　 3,657,168 100.0 　 4,079,717 100.0
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(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期
連結会計期間末

(平成18年３月31日現在)

第８期　第１四半期
連結会計期間末

(平成19年３月31日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(平成18年12月31日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 31,910 　 　 7,272 　 　 2,826 　

　２　短期借入金 ※１ 　 ― 　 　 440,000 　 　 ― 　

　３　１年以内償還予定社債 　 ― 　 　 800,000 　 　 800,000 　

　４　未払費用 　 　 47,306 　 　 69,491 　 　 63,992 　

　５　未払法人税等 　 　 20,317 　 　 2,915 　 　 92,102 　

　６　未払消費税等 　 　 321 　 　 791 　 　 1,330 　

　７　前受金 　 　 14,577 　 　 27,701 　 　 12,415 　

　８　預り金 　 　 3,859 　 　 7,631 　 　 1,833 　

　９　繰延税金負債 　 　 21,954 　 　 8,662 　 　 15,785 　

　10　その他 　 　 122,404 　 　 147 　 　 41,396 　

　　　流動負債合計 　 　 262,652 7.9 　 1,364,611 37.3 　 1,031,682 25.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 800,000 　 　 ― 　 　 ― 　

　２　長期借入金 ※１ 　 ― 　 　 ― 　 　 720,000 　

　３　繰延税金負債 　 　 6,343 　 　 6,238 　 　 7,009 　

　４　長期前受金 　 　 ― 　 　 2,174 　 　 1,177 　

　　　固定負債合計 　 　 806,343 24.2 　 8,412 0.2 　 728,187 17.8

　　　負債合計 　 　 1,068,995 32.1 　 1,373,024 37.5 　 1,759,870 43.1

　　　（少数株主持分） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　少数株主持分 　 　 3,455 0.1 　 ― ― 　 ― ―

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,438,781 43.2 　 ― ― 　 ― ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 1,972,045 59.2 　 ― ― 　 ― ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 △1,191,701 △35.8 　 ― ― 　 ― ―

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 40,228 1.2 　 ― ― 　 ― ―

Ⅴ　自己株式 　 　 △55 △0.0 　 ― ― 　 ― ―

　　　資本合計 　 　 2,259,299 67.8 　 ― ― 　 ― ―

　　　負債、少数株主持分

　　　及び資本合計
　 3,331,750 100.0 　 ― ― 　 ― ―
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(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期
連結会計期間末

(平成18年３月31日現在)

第８期　第１四半期
連結会計期間末

(平成19年３月31日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(平成18年12月31日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,720,806 47.1 　 1,580,106 38.8

　２　資本剰余金 　 　 ― ― 　 2,254,070 61.6 　 2,113,370 51.8

　３　利益剰余金 　 ― ― 　 △1,721,609 △47.1 　 △1,397,994 △34.3

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △55 △0.0 　 △55 △0.0

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 2,253,211 61.6 　 2,295,427 56.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券

      評価差額金
　 ― ― 　 △2,586 △0.1 　 △10,474 △0.3

　　　評価・換算差額等合計 　 ― ― 　 △2,586 △0.1 　 △10,474 △0.3

Ⅲ　新株予約権 　 　 ― ― 　 2,200 0.1 　 3,600 0.1

Ⅳ　少数株主持分 　 ― ― 　 31,319 0.9 　 31,294 0.8

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 2,284,144 62.5 　 2,319,847 56.9

　　　負債純資産合計 　 ― ― 　 3,657,168 100.0 　 4,079,717 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書

(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期　第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度の要約連結損益計
算書

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

Ⅰ　売上高 　 　 294,905 100.0 　 270,767 100.0 　 1,648,430 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 　 100,582 34.1 　 368,958 136.2 　 732,402 44.4

　　　売上総利益 　 　 194,323 65.9 　 △ 98,191 △36.2 　 916,028 55.6

Ⅲ　販売費及び

　　一般管理費
※２ 　 208,614 70.7 　 217,331 80.3 　 912,481 55.4

　　　営業利益又は

　　　営業損失(△)
　 　 △ 14,291 △4.8 　 △ 315,523 △116.5 　 3,546 0.2

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 2,496 　 　 1,323 　 　 3,232 　 　

　２　投資事業組合等

　　　収益
　 28,339 　 　 0 　 　 ― 　 　

　３　雑収入 　 9,185 40,021 13.5 326 1,649 0.6 689 3,921 0.3

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 ― 　 　 723 　 　 876 　 　

　２　為替差損 　 4,405 　 　 1,433 　 　 6,496 　 　

　３　投資事業組合等損失 ― 　 　 ― 　 　 5 　 　

　４　持分法による投資損失 ― 　 　 1,118 　 　 2,744 　 　

　５　有価証券売却損 　 ― 　 　 4,593 　 　 28,869 　 　

　６　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 ― 　 　 3,535 　 　

　７　固定資産除却損 　 1,482 　 　 ― 　 　 2,295 　 　

　８　雑損失 　 363 6,250 2.1 791 8,661 3.2 1,285 46,109 2.8

　　　経常利益又は

　　　経常損失(△)
　 　 19,478 6.6 　 △ 322,534 △119.1 　 △38,642 △2.3

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※３ ― ― ― ― ― ― 45,328 45,328 2.7

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　減損損失 ※４ ― 　 　 ― 　 　 66,666 　 　

　２　投資有価証券評価損 ― ― ― ― ― ― 34,232 100,898 6.1

　　　税金等調整前

　　　第１四半期純利益又は

      税金等調整前

　　　第１四半期(当期)

　　　純損失(△)

　 19,478 6.6 　 △ 322,534 △119.1 　 △94,212 △5.7

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 　 16,891 5.7 　 475 0.2 　 88,712 5.4

　　　少数株主利益又は

　　　少数株主損失(△)
　 　 △ 382 △0.1 　 605 0.2 　 20,398 1.2

　　　第１四半期純利益又は

　　　第１四半期(当期)

      純損失(△)

　 2,970 1.0 　 △ 323,615 △119.5 　 △203,322 △12.3
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(3) 四半期連結剰余金計算書

(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

金額

(資本剰余金の部) 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 1,972,045

Ⅱ　資本剰余金

　　第１四半期末残高
　 1,972,045

　 　 　 　

　　　 (利益剰余金の部) 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 △1,194,671

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　

　　　第１四半期純利益 2,970 2,970

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　

　　　第１四半期末残高 　 △1,191,701
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(4) 四半期連結株主資本等変動計算書等

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(千円) 1,580,106 2,113,370 △1,397,994 △55 2,295,427

第１四半期連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 140,700 140,700 　 　 281,400

　第１四半期純損失 　 　 △323,615 　 △323,615

　株主資本以外の項目の

　第１四半期連結会計期間中の

　変動額(純額)

　 　 　 　 ―

第１四半期連結会計期間中の

変動額合計(千円)
140,700 140,700 △323,615 ― △42,215

平成19年３月31日残高(千円) 1,720,806 2,254,070 △1,721,609 △55 2,253,211

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高(千円) △10,474 △10,474 3,600 31,294 2,319,847

第１四半期連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　 281,400

　第１四半期純損失 　 　 　 　 △323,615

　株主資本以外の項目の

　第１四半期連結会計期間中の

　変動額(純額)

7,888 7,888 △1,400 24 6,512

第１四半期連結会計期間中の

変動額合計(千円)
7,888 7,888 △1,400 24 △35,702

平成19年３月31日残高(千円) △2,586 △2,586 2,200 31,319 2,284,144
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前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(千円) 1,438,781 1,972,045 △1,194,671 △55 2,216,099

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 141,325 141,324 　 　 282,650

　当期純損失 　 　 △203,322 　 △203,322

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
　 　 　 　 ―

連結会計年度中の変動額合計(千円) 141,325 141,324 △203,322 ― 79,327

平成18年12月31日残高(千円) 1,580,106 2,113,370 △1,397,994 △55 2,295,427

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) 64,094 64,094 ― 3,838 2,284,032

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　 282,650

　当期純損失 　 　 　 　 △203,322

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
△74,569 △74,569 3,600 27,456 △43,512

連結会計年度中の変動額合計(千円) △74,569 △74,569 3,600 27,456 35,814

平成18年12月31日残高(千円) △10,474 △10,474 3,600 31,294 2,319,847
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(5) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

区分

第７期第１四半期
連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期第１四半期
連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 金額 金額 金額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　税金等調整前第１四半期純利益又は

　　　税金等調整前第１四半期(当期)純損失(△)
19,478 △322,534 △94,212

　　　減価償却費 　 41,418 26,631 167,145

　　　減損損失 　 ― ― 66,666

　　　投資有価証券評価損 　 ― ― 34,232

　　　固定資産売却益 　 ― ― △45,328

　　　固定資産除却損 　 1,482 ― 2,295

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 　 ― 650 3,535

　　　受取利息 　 △2,496 △1,323 △3,232

　　　支払利息 　 ― 723 876

　　　為替差損益(△は差益) 　 200 615 1,989

　　　有価証券売却損 　 ― 4,593 28,869

　　　持分法による投資損失 　 ― 1,118 2,744

　　　投資事業組合等損益(△は収益) 　 △28,339 △0 5

　　　投資損失引当金の増減額(△は減少) 　 4,800 65,200 78,365

　　　売上債権の増減額(△は増加) 　 310,944 △154,842 352,546

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) 　 △2,099 △4,174 △6,077

　　　営業投資有価証券の増減額(△は増加) 45,651 △51,860 △295,755

　　　未収消費税等の増減額(△は増加) 　 △2,041 1,219 △366

　　　買掛金の増減額(△は減少) 　 15,421 4,446 △13,663

　　　前受金の増減額(△は減少) 　 10,874 16,282 9,889

　　　未払費用の増減額(△は減少) 　 △8,517 4,774 7,336

　　　その他資産負債の増減 　 △12,338 △42,956 484

　　　　小計 　 394,438 △451,436 298,348

　　　利息の受取額 　 2,496 663 3,229

　　　利息の支払額 　 ― ― △40

　　　法人税等の支払額 　 △15,756 △85,719 △18,791

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 381,178 △536,491 282,746

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △39,264 △1,208 △159,356

　　　有形固定資産の売却による収入 　 266 61,000 263

　　　無形固定資産の取得による支出 　 ― △11,427 ―

　　　無形固定資産の売却による収入 　 ― 10,000 ―

　　　関係会社株式の取得による支出 　 ― ― △568

　　　投資有価証券等の取得による支出 　 △281,000 △1,800 △471,808

　　　投資有価証券等の売却等による収入 　 74,924 25,004 321,651

　　　貸付による支出 　 △150,000 △50,000 △150,000

　　　貸付金の回収による収入 　 150,994 1,004 153,991

　　　敷金等の支出 　 ― ― △34

　　　敷金等の返還による収入 　 272 ― 1,089

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △243,807 32,573 △304,772
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区分

第７期第１四半期
連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期第１四半期
連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　短期借入れによる収入 　 ― ― 500,000

　　　短期借入金の返済による支出 　 ― ― △500,000

　　　長期借入れによる収入 　 ― ― 1,000,000

　　　長期借入金の返済による支出 　 ― △280,000 △280,000

　　　株式の発行による収入 　 ― 280,000 281,250

　　　少数株主への清算配当金の支払額 　 ― ― △3,096

　　　新株予約権の発行による収入 　 ― ― 5,000

　　　出資金の受入れによる収入 　 ― ― 30,300

　　　出資金の償還による支出 　 ― ― △30,000

　　　少数株主への配当金の支払額 　 ― ― △19,990

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 ― ― 983,463

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △201 △693 △1,888

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 　 137,170 △504,611 959,548

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 716,073 1,681,233 716,073

Ⅶ　新規連結による現金及び現金同等物

　　の増加額
　 ― ― 5,610

Ⅷ　現金及び現金同等物の

　　第１四半期末(期末)残高
※１ 853,243 1,176,621 1,681,233
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　３社

連結子会社の名称　

株式会社メディビック・アラ

イアンス

株式会社アドバンスト・メデ

ィカル・ゲートウェイ

株式会社メディビックファー

マ

　なお、株式会社メディビッ

クファーマについては、当第

１四半期連結会計期間におい

て新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。

(1) 連結子会社の数 ９社

(６組合を含む)

主要な連結子会社の名称

株式会社メディビック・アラ

イアンス

株式会社メディビックファー

マ

株式会社メディビック

　

(1) 連結子会社の数 ９社

(６組合を含む)

主要な連結子会社の名称

株式会社メディビック・アラ

イアンス

株式会社メディビックファー

マ

株式会社メディビック

　なお、株式会社メディビッ

クファーマ及び株式会社メデ

ィビックについては、当連結

会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含め

ております。また、株式会社

アドバンスト・メディカル・

ゲートウェイについては、当

連結会計年度における清算に

より、連結の範囲から除外し

ております。

　また、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取

扱い」(企業会計基準委員会

　平成18年９月８日　実務対

応報告第20号)による投資事

業組合の取扱いの明確化を受

け、７組合を当連結会計年度

より連結の範囲に含めており

ます。うち１組合について

は、当連結会計年度における

清算により、連結の範囲から

除外しております。　

　

　

(2) 主要な非連結子会社名

アネクサス・ファーマシュ

ーティカルズ・インク

(2) 主要な非連結子会社名

同左

(2) 主要な非連結子会社名

アネクサス・ファーマシュ

ーティカルズ・インク

　
(連結の範囲から除いた理由) 　 (連結の範囲から除いた理由)

　

　非連結子会社のアネクサ

ス・ファーマシューティカル

ズ・インクは、小規模会社で

あり、合計の総資産、売上

高、第１四半期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いず

れも四半期連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めであります。

　 　非連結子会社のアネクサ

ス・ファーマシューティカル

ズ・インクは、小規模会社で

あり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためでありま

す。
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項目

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

２　持分法の適用に関する事項

　　　

(1) 持分法適用の非連結子会

社数　　　　　　なし

(1) 持分法適用の非連結子会

社数　　　　　 なし

(1) 持分法適用の非連結子会

社数　　　　　 なし

　 (2) 持分法適用の関連会社数

　　　　　　　　なし

(2) 持分法適用の関連会社数

　　１社（１組合）

持分法適用の関連会社の名

称

メディビック・アライアン

ス　テクノロジー　ファン

ド　１号

　

　

(2) 持分法適用の関連会社数

　　１社（１組合）

持分法適用の関連会社の名

称

メディビック・アライアン

ス　テクノロジー　ファン

ド　１号

　なお、メディビック・ア

ライアンス　テクノロジー

　ファンド　１号について

は、「投資事業組合に対す

る支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の

取扱い」（企業会計基準委

員会　平成18年９月８日実

務対応報告第20号）による

投資事業組合の取扱いの明

確化を受け、当連結会計年

度より持分法適用の範囲に

含めております。

　
　
　

(3) 持分法を適用していない

非連結子会社(アネクサ

ス・ファーマシューティカ

ルズ・インク)は、第１四

半期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、

持分法の対象から除いても

四半期連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

(3) 同左 (3) 持分法を適用していない

非連結子会社(アネクサ

ス・ファーマシューティカ

ルズ・インク)は、当期純

損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外してお

ります。

３　連結子会社の四半期決算日

(決算日)等に関する事項

　　　

連結子会社のうち株式会社

アドバンスト・メディカル・

ゲートウェイの決算日は３月

31日であります。

四半期連結財務諸表の作成

に当たって、当該会社につい

ては、四半期連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく四

半期財務諸表を使用しており

ます。

――――― ―――――
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項目

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

４　会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

　①　有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

　①　有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

　①　有価証券

　 その他有価証券(営業

投資有価証券を含む)

その他有価証券(営業

投資有価証券を含む)

その他有価証券(営業

投資有価証券を含む)

　 　　　　時価のあるもの

四半期決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

　時価のあるもの

四半期決算日の市

場価格等に基づく

時価法（評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定）

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定）

　 　時価のないもの

移動平均法による

原価法

　時価のないもの

移動平均法による

原価法

時価のないもの

移動平均法による

原価法

　 ②　たな卸資産

　　　 商品

移動平均法による

原価法

　②　たな卸資産

　　　　 同左

　

　

②　たな卸資産

　　　 同左

　

　

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

　①　有形固定資産

　　主として定率法

　ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。

建物 ３～18年

工具器具

及び備品
３～10年

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

　①　有形固定資産

　　同左

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

　 ①　有形固定資産

　　 同左

　

　②　無形固定資産

　　定額法

　　なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。

ソフトウェア

自社利用ソフト

ウェア 　　５年

(社内における利用

可能期間)

販売用ソフト

ウェア　 　３年

(販売見込期間)

販売権　　　 ５年

化合物利用権 ５年

　

　②　無形固定資産

　　定額法

　　なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。

ソフトウェア

自社利用ソフト

ウェア 　　５年

(社内における利用

可能期間)

化合物利用権 ５年

　②　無形固定資産

　　定額法

　　なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。

ソフトウェア

自社利用ソフト

ウェア 　　５年

(社内における利用

可能期間)

販売用ソフト

ウェア　 　３年

(販売見込期間)

販売権　　　 ５年

化合物利用権 ５年
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項目

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　　　投資損失引当金

　当第１四半期連結会計期

間末に有する営業投資有価

証券の損失に備えるため、

投資先会社の実情を勘案の

上、その損失見積額を計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　投資損失引当金

　同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①　投資損失引当金

　当連結会計年度末に有す

る営業投資有価証券の損失

に備えるため、投資先会社

の実情を勘案の上、その損

失見積額を計上しておりま

す。

　 　 ②　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

②　貸倒引当金

　同左

　 (4) 重要なリース取引の処理

方法

　　　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

(4) 重要なリース取引の処理

方法

　同左

(4) 重要なリース取引の処理

方法

　同左
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項目

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 (5) その他四半期連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

(5) その他四半期連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

　

(5) その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

　

　① 消費税等の処理方法

　税抜方式によっており

ます。

　① 消費税等の処理方法

　同左

　① 消費税等の処理方法

　同左

　

　② 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用し

ております。

　② 連結納税制度の適用

　同左

　② 連結納税制度の適用

　同左

　

　③ 投資・投資育成事業に係

る売上高及び売上原価

　売上高には、投資育成

目的の営業投資有価証券

の売上高、投資事業組合

等の設立報酬及び同管理

報酬が含まれ、売上原価

には売却有価証券帳簿価

額が含まれております。

　③ 投資・投資育成事業に係

る売上高及び売上原価

　売上高には、投資育成

目的の営業投資有価証券

の売上高、受取配当金、

受取利息、投資事業組合

等の設立報酬及び同管理

報酬が含まれ、売上原価

には売却有価証券帳簿価

額が含まれております。

　③ 投資・投資育成事業に係

る売上高及び売上原価

　売上高には、投資育成

目的の営業投資有価証券

の売上高、投資事業組合

等の設立報酬及び同管理

報酬が含まれ、売上原価

には売却有価証券帳簿価

額が含まれております。

　

　④ 投資事業組合等への出資

金に係る会計処理

　出資金に係る会計処理

は、組合等の事業年度の

四半期会計期間に係る四

半期財務諸表に基づい

て、組合等の純損益を連

結会社の出資持分割合に

応じて、出資金、営業外

損益(投資事業組合等損

益)として計上しており

ます。

　④ 投資事業組合等への出資

金に係る会計処理

　同左

　④ 投資事業組合等への出

資金に係る会計処理

　出資金に係る会計処理

は、組合等の事業年度の

財務諸表に基づいて、組

合等の純損益を連結会社

の出資持分割合に応じ

て、出資金、営業外損益

（投資事業組合等損益）

として計上しておりま

す。

５　四半期連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲

　四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。

　同左 　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
第７期

第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当第１四半期連結会計期間より、

固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

　平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影

響はありません。

　

―――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31

日)を適用しております。これにより

税金等調整前当期純損失は、66,666

千円増加しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。

―――――――――― ―――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

　当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号　平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日)を適用して

おります。従来の資本の部の合計に

相当する金額は、2,284,952千円であ

ります。

　なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。
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第７期

第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

―――――――――― ―――――――――― (投資事業組合に対する支配力基準及

び影響力基準の適用に関する実務上

の取扱い)

　当連結会計年度より、「投資事業

組合に対する支配力基準及び影響力

基準の適用に関する実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会　平成18年

９月８日　実務対応報告第20号)を適

用しております。この結果、７組合

を連結の範囲に含め、１組合を持分

法適用の範囲に含めております。

　この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、流動資産が

615,504千円増加し、固定資産が

583,844千円減少し、総資産が31,659

千円増加しております。また、売上

高が208,111千円、売上総利益が

65,107千円、及び営業利益が63,927

千円それぞれ増加し、経常損失及び

税金等調整前当期純損失が21,140千

円それぞれ減少しております。当期

純損失に与える影響はありません。

　なお、当中間連結会計期間は従来

の方法によっており、変更後の方法

によった場合と比較して、流動資産

が584,052千円少なく、固定資産が

554,065千円多く、総資産が29,986千

円少なく計上されております。また、

売上高が124,167千円、売上総利益が

54,902千円それぞれ少なく、営業損

失が53,792千円、経常損失及び税金

等調整前中間純損失が20,181千円そ

れぞれ多く計上されております。中

間純損失に与える影響はありません。

　なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しております。

　

追加情報

第７期第１四半期連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日)

　該当事項はありません。
　

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

前連結会計年度の下期より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上

の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年９月８日　実務対応報告第20号)を適用しております。

　従って、第７期第１四半期連結会計期間は従来の方法によっており、当第１四半期連結会計期間と同一

の方法を採用した場合と比較して、流動資産が328,612千円少なく、固定資産が318,937千円多く、総資産

が9,675千円少なく計上されております。また、売上高が125,653千円、売上総利益が56,388千円それぞれ

少なく、営業損失が55,364千円多く、経常利益及び税金等調整前第１四半期純利益が20,269千円それぞれ

少なく計上されております。第１四半期純利益に与える影響はありません。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

該当事項はありません。

― 20 ―



注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

　

第７期　第１四半期連結会計期間末
(平成18年３月31日現在)

第８期　第１四半期連結会計期間末
(平成19年３月31日現在)

前連結会計年度末
(平成18年12月31日現在)

※１　―――――

　

※１　短期借入金440,000千円につい

ては、財務制限条項が付され

ており、東京証券取引所にお

ける当社普通株式の売買高加

重平均価格が、一定期間、当

社の発行した平成18年９月新

株予約権の下限行使価額(当該

新株予約権の当初行使価額

(50,798円)の50%)未満となっ

た場合、借入先の請求に応じ

借入金の全部または一部を返

済すること等となっておりま

す。

　

　

※１　長期借入金720,000千円につい

ては、財務制限条項が付され

ており、東京証券取引所にお

ける当社普通株式の売買高加

重平均価格が、一定期間、当

社の発行した平成18年９月新

株予約権の下限行使価額(当該

新株予約権の当初行使価額

(50,798円)の50%)未満となっ

た場合、借入先の請求に応じ

借入金の全部または一部を返

済すること等となっておりま

す。
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(四半期連結損益計算書関係)

　
第７期　第１四半期連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期　第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

※１　――――― ※１　売上原価には、営業投資有価証

券評価損71,999千円、投資損

失引当金繰入額94,000千円及

び投資損失引当金戻入益28,800

千円が含まれております。

※１　売上原価には、営業投資有価証

券評価損46,773千円、投資損

失引当金繰入額103,165千円及

び投資損失引当金戻入益24,800

千円が含まれております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与・手当 30,033千円

研究開発費 89,086

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与・手当 36,667千円

研究開発費 73,391

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与・手当 128,958千円

研究開発費 329,038

※３　――――― ※３　――――― ※３　固定資産売却益45,328千円は、

レンタル用資産の売却によるも

のであります。

※４　――――― ※４　―――――
※４　当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。

場所 用途 種類

子会社
商品の
独占的
販売権

販売権

当社グループは、主に管理会計

上の区分を基準に資産のグルー

ピングを行っております。

収益性が低下した商品の独占的

販売権について、将来キャッシ

ュ・フローの回収額を見積もっ

た結果、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

(66,666千円)として特別損失

に計上しております。

なお、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定し

ており、回収可能価額をゼロと

して評価しております。
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係)

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 89,550.35 8,979 ― 98,529.35

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　　　8,979.00株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 0.35 ― ― 0.35

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当第１四半期
連結会計期間

末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当第１四半期
連結会計期間

末

提出会社 平成18年９月新株予約権 普通株式 20,119 6,183 8,979 17,323 2,200

子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 20,119 6,183 8,979 17,323 2,200

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

平成18年９月新株予約権の増加は、行使価額の修正によるものであります。

平成18年９月新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 81,959.35 7,591.00 ― 89,550.35
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　　　7,591.00株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 0.35 ― ― 0.35
　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社 平成18年９月新株予約権 普通株式 ― 27,680 7,561 20,119 3,600

子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 27,680 7,561 20,119 3,600

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

平成18年９月新株予約権の増加は、発行によるもの(19,684株)及び行使価額の修正によるもの(7,996株)であ

ります。

平成18年９月新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
第７期　第１四半期連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期　第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の第１四半

期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び
預金勘定

863,243千円

預入期間が
３ヵ月を超える
定期預金

△10,000　

現金及び
現金同等物

853,243　

　

※１　現金及び現金同等物の第１四半

期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び
預金勘定

1,186,626千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△10,004　

現金及び
現金同等物

1,176,621　

　

※１　現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

　
現金及び
預金勘定

1,400,038千円

有価証券勘定 291,197　

預入期間が
３ヵ月を超える
定期預金

△10,002　

現金及び
現金同等物

1,681,233　

　

　

(リース取引関係)

　
第７期　第１四半期連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期　第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

リース契約１件当たりの金額が少額で

あったため、注記を省略しておりま

す。

同左 同左
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(有価証券関係)

第７期第１四半期連結会計期間末(平成18年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円)
四半期連結

貸借対照表計上額
(千円)

差額（千円)

株式 45,001 86,748 41,747

合計 45,001 86,748 41,747

　

２　時価評価されていない主な有価証券

区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
　非上場株式
　組合契約出資持分

　
1,050,855
432,123

合計 1,482,979

子会社株式及び関連会社株式
　子会社株式

　
56,237

合計 56,237

　

第８期第１四半期連結会計期間末(平成19年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円)
四半期連結

貸借対照表計上額
(千円)

差額（千円)

株式 77,658 57,603 △20,054

合計 77,658 57,603 △20,054

　

２　時価評価されていない主な有価証券

区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
　非上場株式
　非上場社債
　組合契約出資持分

1,572,652
11,400

499

合計 1,584,551

子会社株式及び関連会社株式等
　子会社株式
　組合契約出資持分

　
56,805
108,908

合計 165,714
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前連結会計年度末(平成18年12月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額（千円)

株式 105,849 61,032 △44,816

その他 291,083 291,197 113

合計 396,933 352,229 △44,703

　

２　時価評価されていない主な有価証券

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
　非上場株式
　組合契約出資持分

　
1,556,433

510

合計 1,556,943

子会社株式及び関連会社株式等
　子会社株式
　組合契約出資持分

　56,805
111,012

合計 167,818
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(デリバティブ取引関係)

第７期第１四半期連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

事業の種類別セグメント情報

第７期第１四半期連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日)

　
バイオマーカ
ー探索事業

創薬事業
投資・投資
育成事業

その他
事業

計
消去又は
全社

連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

56,142 ― 238,331 432 294,905 ― 294,905

(2) セグメント間の内部
　　売上高または振替高

15,729 ― ― 1,000 16,729 (16,729) ―

計 71,871 ― 238,331 1,432 311,635 (16,729) 294,905

営業費用 31,881 58,453 68,981 719 160,035 149,161 309,197

営業利益又は損失(△) 39,989 △58,453 169,349 713 151,599 (165,890) △14,291

(注) １　事業の区分は、当社ビジネス形態の特性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) バイオマーカー探索事業………顧客のバイオマーカー探索を総合的、複合的に支援するソリューションを

提供するもの。データ管理・解析受託、研究支援プロダクト・サービス販

売、情報処理システム開発およびそれに伴うコンサルティング業務。

(2) 創薬事業…………………………自社保有の新薬候補化合物を当社のデータマイニング技術を用いて開発し、

付加価値を高めていくもの。

(3) 投資・投資育成事業……………ライフサイエンス業界に属するベンチャー企業等に対する資金提供及び経

営面・事業面における複合的な支援サービスを提供するもの。事業支援・

投資先の扱うライフサイエンス関連商品の販売等。

(4) その他事業………………………細胞加工センターの開設・運営支援、研究者を対象とするセミナーやフォ

ーラム等の開催等。

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（165,890千円）の主なものは、研究開発費

及び経営管理に係る費用であります。

　

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

　
バイオマーカー
創薬支援事業

創薬事業
投資・投資
育成事業

その他
事業

計
消去又は
全社

連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

54,608 ― 216,158 ― 270,767 ― 270,767

(2) セグメント間の内部
　　売上高または振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 54,608 ― 216,158 ― 270,767 ― 270,767

営業費用 75,161 41,935 378,261 ― 495,358 90,931 586,290

営業損失 20,553 41,935 162,102 ― 224,591 90,931 315,523

(注) １　事業の区分は、当社ビジネス形態の特性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) バイオマーカー創薬支援事業…顧客のバイオマーカーを用いた新薬開発を総合的、複合的に支援するソリ

ューションを提供するもの。データ管理・解析受託、研究支援プロダクト・

サービス販売、情報処理システム開発およびそれに伴うコンサルティング

業務。

(2) 創薬事業…………………………自社保有の新薬候補化合物を当社のデータマイニング技術を用いて開発し、

付加価値を高めていくもの。
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(3) 投資・投資育成事業……………ライフサイエンス業界に属するベンチャー企業等に対する資金提供及び経

営面・事業面における複合的な支援サービスを提供するもの。事業支援・

投資先の扱うライフサイエンス関連商品の販売等。

(4) その他事業………………………研究者を対象とするセミナーやフォーラム等の開催等。

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（90,931千円）の主なものは、研究開発費及

び経営管理に係る費用であります。

４　会計方針の変更

　「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度の下期より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力

基準の適用に関する実務上の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年９月８日　実務対応報告第20号)を適用

しております。従って、第７期第１四半期連結会計期間は従来の方法によっており、当第１四半期連結会計期

間と同一の方法を採用した場合と比較して、投資・投資育成事業において、売上高が125,653千円、営業費用が

70,289千円、営業利益が55,364千円それぞれ少なく計上されております。

５　事業区分の名称の変更

　第７期第１四半期連結会計期間より、バイオマーカー探索事業を事業区分に新設いたしましたが、当該名称

が基礎研究における探索事業を想定させ、当社においての主として新薬開発における総合的なソリューション

の提供とは異なるため、第７期中間連結会計期間より、当該事業区分の名称をバイオマーカー創薬支援事業に

変更しております。

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　
バイオマーカー
創薬支援事業

(千円)

創薬事業
(千円)

投資・投資
育成事業
(千円)

その他
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

203,955 ― 1,444,042 432 1,648,430 ― 1,648,430

(2) セグメント間の内部
　　売上高または振替高

30,301 ― 3,389 1,333 35,023 (35,023) ―

計 234,256 ― 1,447,432 1,765 1,683,453 (35,023) 1,648,430

営業費用 204,029 208,008 738,006 1,085 1,151,130 493,753 1,644,883

営業利益又は損失(△) 30,226 △208,008 709,425 679 532,323 (528,777) 3,546

(注) １　事業の区分は、当社ビジネス形態の特性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) バイオマーカー創薬支援事業…顧客のバイオマーカーを用いた新薬開発を総合的、複合的に支援するソリ

ューションを提供するもの。データ管理・解析受託、研究支援プロダクト・

サービス販売、情報処理システム開発およびそれに伴うコンサルティング

業務。

(2) 創薬事業…………………………自社保有の新薬候補化合物を当社のデータマイニング技術を用いて開発し、

付加価値を高めていくもの。

(3) 投資・投資育成事業……………ライフサイエンス業界に属するベンチャー企業等に対する資金提供及び経

営面・事業面における複合的な支援サービスを提供するもの。事業支援・

投資先の扱うライフサイエンス関連商品の販売等。

(4) その他事業………………………細胞加工センターの開設・運営支援、研究者を対象とするセミナーやフォ

ーラム等の開催等。

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（562,634千円）の主なものは、研究開発費

及び経営管理に係る費用であります。

４　会計方針の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「投資

事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18

年９月８日　実務対応報告第20号)を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て、投資・投資育成事業において、売上高が208,111千円、営業費用が144,184千円、営業利益が63,927千円そ

れぞれ増加しております。
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所在地別セグメント情報

第７期第１四半期連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、該当事項はあり

ません。

　

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、該当事項はあり

ません。

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、該当事項はあり

ません。
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海外売上高

第７期第１四半期連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日)

海外売上高が無いため、該当事項はありません。

　

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

　 アジア 北米 計

海外売上高(千円) 　201,260 3,171 204,431

連結売上高(千円) 　 　 270,767

連結売上高に占める
海外売上高の割合(%) 74.3 1.2 75.5

(注）１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

アジア：韓国

北米　：アメリカ、英領ケイマン諸島

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　アジアにおける海外売上高には、営業投資有価証券の売却収入200,960千円が含まれております。

５　会計方針の変更

　「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度の下期より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力

基準の適用に関する実務上の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年９月８日　実務対応報告第20号)を適用

しております。従って、第７期第１四半期連結会計期間は従来の方法によっており、当第１四半期連結会計期

間と同一の方法を採用した場合と比較して、アジアにおける海外売上高126,983千円が計上されておりません。

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　 アジア 北米 計

海外売上高(千円) 738,604 19,738 758,342

連結売上高(千円) 　 　 1,648,430

連結売上高に占める
海外売上高の割合(%) 44.8 1.2 46.0

(注）１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

アジア：韓国、台湾

北米　：アメリカ、英領ケイマン諸島

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　アジアにおける海外売上高には、営業投資有価証券の売却収入737,191千円が含まれております。

５　会計方針の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」(企業会計

基準委員会　平成18年９月８日　実務対応報告第20号)を適用しております。この変更により、従来

の方法によった場合と比較して、アジアにおける海外売上高が207,900千円増加しております。
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(１株当たり情報)

　

　

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 27,566円21銭 22,842円　26銭 　25,515円94銭

１株当たり第１四半期
純利益又は1株当たり第１四
半期(当期）純損失(△）

36円24銭 △3,443円　11銭 △2,442円52銭

潜在株式調整後１株当たり
第１四半期(当期)純利益

34円89銭 ―円 ―円

　 ――――― 　
なお、潜在株式調整後１株
当たり第１四半期純利益に
ついては、１株当たり第１
四半期純損失であるため、
記載しておりません。

　

　
なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失
であるため、記載しており
ません。

　

(注)　１株当たり第１四半期純利益又は１株当たり第１四半期(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり

第１四半期(当期)純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

　

第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１株当たり第１四半期
純利益又は1株当たり第１四
半期(当期）純損失(△）

　 　 　

第１四半期純利益又は第
１四半期(当期）純損失
(△）(千円)

2,970 △323,615 △203,322

普通株主に帰属しない金
額(千円)

― ― ―

普通株式に係る第１四半
期純利益又は第１四半期
(当期)純損失(△)(千円)

2,970 △323,615 △203,322

普通株式の期中平均株式
数(株)

81,959 93,989 83,242

潜在株式調整後１株当たり
第１四半期(当期)純利益の
算定に用いられた第１四半
期(当期)純利益調整額の主
な内訳(千円)

― ― ―

第１四半期(当期)純利益
調整額(千円)

― ― ―

潜在株式調整後１株当たり
第１四半期(当期)純利益の
算定に用いられた普通株式
増加数の主な内訳(株)

　 　 　

新株予約権 1,004 ― ―

転換社債型新株予約権付
社債

2,168 ― ―

普通株式増加数(株) 3,172 ― ―
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第７期
第１四半期連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日)

第８期
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり第１四半期(当期)
純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

平成16年３月30日第４回定
時株主総会決議に基づく平
成16年５月13日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 　1,294個
　

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成14年
８月27日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 　 2,592個

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成14年
８月27日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 　 5,592個

　 平成16年３月30日第４回定
時株主総会決議に基づく平
成16年11月12日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　　 　300個
　

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成14年
11月５日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 　　 184個

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成14年
11月５日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 　 　184個

　 平成17年３月30日第５回定
時株主総会決議に基づく平
成17年７月６日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 　1,010個
　

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成14年
12月26日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式)　　1,080個

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成14年
12月26日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式)　　1,080個

　 平成17年３月30日第５回定
時株主総会決議に基づく平
成18年１月４日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 　1,139個
　

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成15年
４月15日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式)  　1,240個

平成14年８月21日臨時株主
総会決議に基づく平成15年
４月15日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 　 1,240個

　 　 平成16年３月30日第４回定
時株主総会決議に基づく平
成16年５月13日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式) 　   838個

平成16年３月30日第４回定
時株主総会決議に基づく平
成16年５月13日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)    　848個
　

　 　 平成16年３月30日第４回定
時株主総会決議に基づく平
成16年11月12日取締役会
決議による新株予約権
(普通株式) 　   300個

平成16年３月30日第４回定
時株主総会決議に基づく平
成16年11月12日取締役会
決議による新株予約権
(普通株式)   　 300個
　

　 　 平成17年３月30日第５回定
時株主総会決議に基づく平
成17年７月６日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式) 　　 801個

平成17年３月30日第５回定
時株主総会決議に基づく平
成17年７月６日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)      970個
　

　 　 平成17年３月30日第５回定
時株主総会決議に基づく平
成18年１月４日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式) 　 1,004個

平成17年３月30日第５回定
時株主総会決議に基づく平
成18年１月４日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)    1,109個
　

　 　 平成18年３月30日第６回定
時株主総会決議に基づく平
成18年4月26日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　  3,968個

平成18年３月30日第６回定
時株主総会決議に基づく平
成18年4月26日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)    3,973個
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(重要な後発事象)

第７期第１四半期連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日)

該当事項はありません。

　

第８期第１四半期連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

該当事項はありません。
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平成19年12月期　第１四半期財務・業績の概況（個別）
平成19年５月11日

　

上場会社名　株式会社メディビックグループ (コード番号：2369東証マザーズ)

（ＵＲＬ　http://www.medibic.com）

　

問合せ先 代表者役職・氏名 代表取締役社長 橋本　康弘 　

　 責任者役職・氏名 専務取締役 川井　隆史 ＴＥＬ：03－5510－2407

　

　

1.　四半期財務情報の作成等に係る事項

①　四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　：中間財務諸表作成基準

②　最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　：無

③　会計監査人の関与

四半期貸借対照表及び四半期損益計算書については、株式会社東京証券取引所の「上場有価証券の発行

者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意

見表明に係る基準」に基づき、みすず監査法人の手続きを受けております。

　

2.　平成19年12月期第１四半期財務・業績の概況（平成19年１月１日～平成19年３月31日)

　(1) 経営成績の進捗状況 （百万円未満切捨）

　 売上高 営業利益 経常利益
四半期(当期)

純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年12月期第１四半期 55 △22.5 △84 ― △130 ― △131 ―

18年12月期第１四半期 72 38.8 △147 ― △98 ― △64 ―

（参考）18年12月期 222 △37.9 △505 ― △457 ― △332 ―

　

　
１株当たり四半期
(当期)純利益

　 円 銭

19年12月期第１四半期 △1,394 88

18年12月期第１四半期 △790 61

（参考）18年12月期 △3,991 75

（注）売上高におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

　

　(2) 財政状態の変動状況 　

　 総資産 純資産 自己資本比率
１株当たり
純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年12月期第１四半期 3,633 2,336 64.2 23,687 44

18年12月期第１四半期 3,050 2,175 71.3 26,540 71

（参考）18年12月期 3,779 2,187 57.8 24,384 94

　

3.　平成19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日)

当期の業績予想につきましては、平成19年２月９日に公表した数値から変更はありません。

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中　間　期 107 △149 △119

通　　　期 223 △234 △213

(参考）　１株当たり予想当期純利益（通期）　△2,168円　67銭(発行済株式数の増加による修正を加えております。)
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4.　配当状況

・現金配当 1株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年12月期 ― ― ―

19年12月期（実績） ― ― ―

19年12月期（予想） ― ― ―
　
※上記に記載した業績予想数値につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、多

分に不確定な要素を含んでおります。従いまして、今後発生する状況の変化等によっては、実際の業績等は上記予想数
値と異なる場合があります。
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５.　第１四半期財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期会計期間末
平成18年３月31日現在

第８期　第１四半期会計期間末
平成19年３月31日現在

前事業年度の要約貸借対照表
平成18年12月31日現在

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 629,931 　 　 954,883 　 　 791,802 　

　２　売掛金 　 　 90,792 　 　 35,799 　 　 35,766 　

　３　有価証券 　 　 ― 　 　 ― 　 　 291,197 　

　４　商品 　 　 6,953 　 　 ― 　 　 ― 　

　５　関係会社短期貸付金 　 90,000 　 　 343,654 　 　 320,360 　

　６　前払費用 　 　 4,566 　 　 1,895 　 　 729 　

　７　未収入金 　 　 ― 　 　 315,380 　 　 178,688 　

　８　未収消費税等 　 　 ― 　 　 ― 　 　 2,584 　

　９　短期貸付金 　 　 4,001 　 　 ― 　 　 ― 　

　10　その他 　 　 66,662 　 　 69,744 　 　 36,034 　

　　　流動資産合計 　 　 892,908 29.3 　 1,721,357 47.4 　 1,657,164 43.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 13,427 　 　 10,801 　 　 10,801 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △4,265 9,161 　 △3,438 7,363 　 △3,212 7,588 　

　　(2) 工具器具及び備品 39,647 　 　 39,463 　 　 39,121 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △23,580 16,067 　 △28,729 10,733 　 △27,700 11,420 　

　　　有形固定資産合計 　 　 25,228 0.8 　 18,096 0.5 　 19,008 0.5

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 電話加入権 　 　 144 　 　 144 　 　 144 　

　　(2) ソフトウェア 　 　 3,853 　 　 3,599 　 　 2,544 　

　　(3) 化合物利用権 　 　 419,577 　 　 320,853 　 　 345,534 　

　　　無形固定資産合計 　 　 423,574 13.9 　 324,596 8.9 　 348,222 9.2

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 274,096 　 　 ― 　 　 ― 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 1,379,839 　 　 507,262 　 　 507,262 　

　　(3) 関係会社出資金 　 ― 　 　 99 　 　 99 　

　　(4) 関係会社長期貸付金 　 ― 　 　 1,261,455 　 　 1,234,202 　

　　(5) 長期貸付金 　 　 14,323 　 　 10,282 　 　 11,296 　

　　(6) 長期前払費用 　 　 4,725 　 　 3,825 　 　 4,050 　

　　(7) 差入敷金・保証金 　 35,800 　 　 34,993 　 　 34,994 　

　　　貸倒引当金 　 　 ― 　 　 △248,412 　 　 △37,123 　

　　　投資その他の資産合計 　 1,708,784 56.0 　 1,569,505 43.2 　 1,754,781 46.5

　　　固定資産合計 　 　 2,157,588 70.7 　 1,912,199 52.6 　 2,122,013 56.2

　　　資産合計 　 　 3,050,496 100.0 　 3,633,557 100.0 　 3,779,178 100.0
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(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期会計期間末
平成18年３月31日現在

第８期　第１四半期会計期間末
平成19年３月31日現在

前事業年度の要約貸借対照表
平成18年12月31日現在

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 17,297 　 　 ― 　 　 ― 　

　２　未払金 　 　 2,011 　 　 ― 　 　 ― 　

　３　関係会社短期借入金 　 ― 　 　 ― 　 　 2,659 　

　４　短期借入金 ※２　 ― 　 　 440,000 　 　 ― 　

　５　１年以内償還予定社債 　 ― 　 　 800,000 　 　 800,000 　

　６　未払費用 　 　 41,328 　 　 34,223 　 　 29,150 　

　７　未払法人税等 　 　 2,561 　 　 2,556 　 　 5,124 　

　８　未払消費税等 ※１ 　 321 　 　 342 　 　 ― 　

　９　前受金 　 　 3,237 　 　 ― 　 　 2,037 　

　10　預り金 　 　 3,817 　 　 20,226 　 　 4,792 　

　11　繰延税金負債 　 　 ― 　 　 ― 　 　 46 　

　12　その他 　 　 ― 　 　 107 　 　 28,096 　

　　　流動負債合計 　 　 70,575 2.3 　 1,297,457 35.7 　 871,906 23.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 800,000 　 　 ― 　 　 ― 　

　２　長期借入金 ※２ 　 ― 　 　 ― 　 　 720,000 　

　３　繰延税金負債 　 　 4,671 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　固定負債合計 　 　 804,671 26.4 　 ― ― 　 720,000 19.0

　　　負債合計 　 　 875,246 28.7 　 1,297,457 35.7 　 1,591,906 42.1

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,438,781 47.2 　 ― ― 　 ― ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 1,972,045 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 1,972,045 64.6 　 ― ― 　 ― ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　第１四半期未処理損失 　 1,242,331 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 △1,242,331 △40.7 　 ― ― 　 ― ―

Ⅳ  その他有価証券評価差額金　

　
　 6,809 0.2 　 ― ― 　 ― ―

Ⅴ　自己株式 　 　 △55 △0.0 　 ― ― 　 ― ―

　　　資本合計 　 　 2,175,250 71.3 　 ― ― 　 ― ―

　　　負債及び資本合計 　 　 3,050,496 100.0 　 ― ― 　 ― ―
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(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期会計期間末
平成18年３月31日現在

第８期　第１四半期会計期間末
平成19年３月31日現在

前事業年度の要約貸借対照表
平成18年12月31日現在

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,720,806 47.4 　 1,580,106 41.8

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 2,254,070 　 　 2,113,370 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 2,254,070 62.0 　 2,113,370 55.9

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 △1,640,922 　 　 △1,509,818 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 △1,640,922 △ 45.2 　 △1,509,818 △39.9

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △55 △0.0 　 △55 △0.0

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 2,333,899 64.2 　 2,183,603 57.8

Ⅱ　評価・換算額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券

　　　評価差額金
　 ― 　 ― ― 　 ― 67 　 0.0

　　　評価・換算差額等合計 　 ― ― 　 ― ― 　 67 0.0

Ⅲ　新株予約権 　 ― ― 　 2,200 0.1 　 3,600 0.1

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 2,336,099 64.3 　 2,187,271 57.9

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 3,633,557 100.0 　 3,779,178 100.0
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(2) 四半期損益計算書

(単位：千円)

区分

第７期　第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期　第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度の要約損益計算書
自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

　 　 　 　 ％ 　 　 ％ 　 　 ％

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　バイオマーカー

　　　創薬支援事業収入
　 71,871 　 　 ― 　 　 115,564 　 　

　２　その他事業収入 　 342 72,214 100.0 55,960 55,960 100.0 106,615 222,180 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  １　バイオマーカー

　　  創薬支援事業売上原価
31,881 　 　 ― 　 　 54,429 　 　

  ２　その他事業売上原価 0 31,881 44.1 24,937 24,937 44.6 50,603 105,032 47.3

　　　売上総利益 　 　 40,332 55.9 　 31,022 55.4 　 117,147 52.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 188,092 260.5 　 115,612 206.6 　 622,483 280.2

　　　営業損失 　 　 147,760 △204.6 　 84,589 △151.2 　 505,336 △227.5

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 51,496 71.3 　 166,882 298.2 　 88,801 40.0

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 1,896 2.6 　 213,158 380.9 　 41,278 18.6

　　　経常損失 　 98,160 △135.9 　 130,866 △233.9 　 457,813 △206.1

Ⅵ　特別損失 ※３ 　 1,598  2.2 　 ― ― 　 36,212 16.3

　　　税引前第１四半期

　　　(当期)純損失
　 99,758 △138.1 　 130,866 △233.9 　 494,025 △222.4

　　　法人税、住民税及び

　　　事業税
　 △34,961 △48.4 　 237 0.4 　 △161,741 △72.8

　　　第１四半期(当期)

　　　純損失 　 　 64,797 △89.7 　 131,103 △234.3 　 332,284 △149.6

　　　前期繰越損失 　 　 1,177,533 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　第１四半期未処理

　　　損失
　 　 1,242,331 　 　 ― 　 　 ― 　
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(３）四半期株主資本等変動計算書等

第８期第１四半期会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高(千円) 1,580,106 2,113,370 2,113,370

当四半期中の変動額 　 　 　

　新株の発行 140,700 140,700 140,700

　第１四半期純損失 　 　 　

　株主資本以外の項目の

　当四半期中の変動額(純額)
　 　 　

当四半期中の変動額合計(千円) 140,700 140,700 140,700

平成19年３月31日残高(千円) 1,720,806 2,254,070 2,254,070

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円) △1,509,818 △1,509,818 △55 2,183,603

当四半期中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 281,400

　第１四半期純損失 △131,103 △131,103 　 △131,103

　株主資本以外の項目の

　当四半期中の変動額(純額)
　 　 　 ―

当四半期中の変動額合計(千円) △131,103 △131,103 ― 150,296

平成19年３月31日残高(千円) △1,640,922 △1,640,922 △55 2,333,899

　

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高(千円) 67 67 3,600 2,187,271

当四半期中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 281,400

　第１四半期純損失 　 　 　 △131,103

　株主資本以外の項目の

　当四半期中の変動額(純額)
△67 △67 △1,400 △1,467

当四半期中の変動額合計(千円) △67 △67 △1,400 148,828

平成19年３月31日残高(千円) ― ― 2,200 2,336,099
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前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(千円) 1,438,781 1,972,045 1,972,045

事業年度中の変動額 　 　 　

　新株の発行 141,325 141,324 141,324

　当期純損失 　 　 　

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) 141,325 141,324 141,324

平成18年12月31日残高(千円) 1,580,106 2,113,370 2,113,370

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) △1,177,533 △1,177,533 △55 2,233,238

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 282,650

　当期純損失 △332,284 △332,284 　 △332,284

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
　 　 　 ―

事業年度中の変動額合計(千円) △332,284 △332,284 ― △49,634

平成18年12月31日残高(千円) △1,509,818 △1,509,818 △55 2,183,603

　

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) 9,308 9,308 ― 2,242,546

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 282,650

　当期純損失 　 　 　 △332,284

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△9,240 △9,240 3,600 △5,640

事業年度中の変動額合計(千円) △9,240 △9,240 3,600 △55,275

平成18年12月31日残高(千円) 67 67 3,600 2,187,271
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目

第７期
第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期
第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式
同左

子会社株式及び関連会社株式
同左

　 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

同左

　

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部
純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定)　

　
時価のないもの

移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

商品
移動平均法による原価法

―
　

商品
移動平均法による原価法

　
　

３　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
主として定率法
ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)に

ついては、定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は

以下の通りでありま

す。

建物 ３～18年

工具器具
及び備品

３～10年

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左
　

　

　 (2) 無形固定資産
定額法
なお、主な耐用年数は
以下の通りであります。
ソフトウェア
自社利用ソフト

ウェア ５年
(社内における利用可
能期間）
販売用ソフトウェア

　 ３年
(販売見込期間）

　化合物利用権 ５年

(2) 無形固定資産
定額法
なお、主な耐用年数は　
以下の通りであります。
ソフトウェア
自社利用ソフト

ウェア ５年
(社内における利用可
能期間）

　化合物利用権 ５年
　

(2) 無形固定資産
定額法
なお、主な耐用年数は　
以下の通りであります。
ソフトウェア
自社利用ソフト

ウェア ５年
(社内における利用可
能期間）
販売用ソフトウェア

　 ３年
(販売見込期間）

　化合物利用権 ５年

　 (3) 長期前払費用
定額法

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左

４　繰延資産の処理方法 ― 株式交付費
支出時の費用として処理し
ております。

株式交付費
支出時の費用として処理し
ております。
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項目

第７期
第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期
第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

５　引当金の計上基準 ― 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

貸倒引当金

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については通常
の賃貸借に係る方法に準じ
た会計処理によっておりま
す。

同左 同左

７　その他四半期財務諸表
(財務諸表)作成のため
の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の処理方法
税抜方式によっておりま
す。

　
(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用して
おります。

　
(3) 投資事業組合等への出資

金に係る会計処理
出資金に係る会計処理
は、組合等の事業年度の
四半期会計期間に係る四
半期財務諸表に基づい
て、組合等の純損益を当
社の出資持分割合に応じ
て、出資金、営業外損
益  (投資事業組合等損
益）として計上しており
ます。

　

(1) 消費税等の処理方法
　　同左
　

　
(2) 連結納税制度の適用
　　同左
　

　
(3) 投資事業組合等への出資

金に係る会計処理
同左

　

(1) 消費税等の処理方法
同左

　

　
(2) 連結納税制度の適用

同左

　
　
(3) 投資事業組合等への出資

金に係る会計処理
出資金に係る会計処理
は、組合等の事業年度の
財務諸表に基づいて、組
合等の純損益を当社の出
資持分割合に応じて、出
資金、営業外損益（投資
事業組合等損益）として
計上しております。
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
第７期

第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期
第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

（固定資産の減損に係る会計基準）
　当第１四半期会計期間より、固定
資産の減損に係る会計基準（「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会　
平成14年８月９日））及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号　平
成15年10月31日）を適用しておりま
す。これによる損益に与える影響は
ありません。

― （固定資産の減損に係る会計基準）
　当事業年度より、固定資産の減損
に係る会計基準(「固定資産の減損に
係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会　平成14年８月
９日))及び「固定資産の減損に係る
会計基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第６号　平成15年10月31日)
を適用しております。これによる損
益に与える影響はありません。

― ― （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準）
　当事業年度より、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準第５号　平成17年
12月９日)及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」(企業会計基準適用指針第８
号　平成17年12月９日)を適用してお
ります。従来の資本の部の合計に相
当する金額は、2,183,671千円であり
ます。
　なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照表
の純資産の部については、改正後の
財務諸表等規則により作成しており
ます。
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注記事項

(四半期貸借対照表関係)

　
第７期　第１四半期会計期間末

平成18年３月31日現在
第８期　第１四半期会計期間末

平成19年３月31日現在
前事業年度末

平成18年12月31日現在

※１ 消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税
等は相殺の上、未払消費税等
として表示しております。

※１ 消費税等の取扱い
同左

※１　―
　

※２　　　　　　　　－ ※２ 短期借入金440,000千円について
は、財務制限条項が付されてお
り、東京証券取引所における当社
普通株式の売買高加重平均価格
が、一定期間、当社の発行した平
成18年９月新株予約権の下限行使
価額(当該新株予約権の当初行使
価額(50,798円)の50%)未満となっ
た場合、借入先の請求に応じ借入
金の全部または一部を返済するこ
と等となっております。

※２ 長期借入金720,000千円につい
ては、財務制限条項が付されて
おり、東京証券取引所における
当社普通株式の売買高加重平均
価格が、一定期間、当社の発行
した平成18年９月新株予約権の
下限行使価額(当該新株予約権
の当初行使価額(50,798円)の
50%)未満となった場合、借入先
の請求に応じ借入金の全部また
は一部を返済すること等となっ
ております。

　

(四半期損益計算書関係)

　
第７期　第１四半期会計期間

自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期　第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度
自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 477千円

投資事業組合
等収益

30,524

　

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 11,751千円

受取配当金 154,558

有価証券
売却益

392

　
　

※１ 営業外収益のうち主要なもの　

受取利息 24,353千円

投資事業組合
等収益

30,585

商標使用料 25,688

　

※２ 営業外費用のうち主要なもの

固定資産
除却損

1,482千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

貸倒引当金
繰入額

211,288千円

　

※２ 営業外費用のうち主要なもの

固定資産
除却損

2,295千円

貸倒引当金
繰入額

　

37,123

※３ 特別損失のうち主要なもの

子会社清算損 1,598千円

　

※３ 特別損失のうち主要なもの

―

　

※３ 特別損失のうち主要なもの

子会社清算損 1,980千円

投資有価証券
評価損

34,232

　

　４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,927千円

無形固定資産 25,231

　４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,254千円

無形固定資産 25,053

　

　４ 減価償却実施額

有形固定資産 7,847千円

無形固定資産 100,582
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(四半期株主資本等変動計算書関係)

第８期第１四半期会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

１．自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 0.35 ― ― 0.35

合計 0.35 ― ― 0.35

　

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

１．自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 0.35 ― ― 0.35

合計 0.35 ― ― 0.35
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(リース取引関係)

　
第７期　第１四半期会計期間

自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期　第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度
自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

リース契約１件当たりの金額が少額
であったため、注記を省略しており
ます。

　

同左 同左

　

(有価証券関係)

第７期第１四半期会計期間末(平成18年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

第８期第１四半期会計期間末(平成19年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成18年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(１株当たり情報)

　

第７期
第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期
第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

１株当たり純資産額 26,540円71銭 23,687円44銭 24,384円94銭

１株当たり第１四半期
(当期)純損失

790円61銭 1,394円88銭 3,991円75銭

潜在株式調整後１株当たり
第１四半期(当期)純利益

　
　―

　

　　　　　　　　
　―
　　　　　　　

―

　 潜在株式調整後１株当たり
第１四半期純利益について
は、１株当たり第１四半期
純損失であるため、記載し
ておりません。

　

同左
　

　

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失
であるため、記載しており
ません。

　

(注)　１株当たり第１四半期(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　

第７期
第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期
第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

１株当たり第１四半期(当期)純損失 　 　 　

第１四半期(当期)純損失(千円) 64,797 131,103 332,284

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る第１四半期(当期)　
純損失(千円)

64,797 131,103 332,284

普通株式の期中平均株式数(株) 81,959 93,989 83,242
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第７期
第１四半期会計期間
自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日

第８期
第１四半期会計期間
自　平成19年１月１日
至　平成19年３月31日

前事業年度

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり第１四半期(当
期)純利益の算定に含めなかった潜
在株式の概要

　

平成16年３月30日第
４回定時株主総会決
議に基づく平成16年
５月13日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)1,294個
　
平成16年３月30日第
４回定時株主総会決
議に基づく平成16年
11月12日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)300個
　
平成17年３月30日第
５回定時株主総会決
議に基づく平成17年
７月６日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)1,010個
　
平成17年３月30日第
５回定時株主総会決
議に基づく平成18年
１月４日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)1,139個

平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成14年８月27
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 2,592個
　
平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成14年11月５
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式)　 184個
　
平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成14年12月26
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 1,080個
　
平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成15年４月15
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 1,240個

平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成14年８月27
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 5,592個
　
平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成14年11月５
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式)　 184個
　
平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成14年12月26
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 1,080個
　
平成14年８月21日臨
時株主総会決議に基
づく平成15年４月15
日取締役会決議によ
る新株予約権
(普通株式) 1,240個

　 　 平成16年３月30日第
４回定時株主総会決
議に基づく平成16年
５月13日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 838個
　
平成16年３月30日第
４回定時株主総会決
議に基づく平成16年
11月12日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 300個
　
平成17年３月30日第
５回定時株主総会決
議に基づく平成17年
７月６日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 801個
　
平成17年３月30日第
５回定時株主総会決
議に基づく平成18年
１月４日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式) 1,004個
　
平成18年３月30日第
６回定時株主総会決
議に基づく平成18年4
月26日取締役会決議
による新株予約権
(普通株式) 3,968個

平成16年３月30日第
４回定時株主総会決
議に基づく平成16年
５月13日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 848個
　
平成16年３月30日第
４回定時株主総会決
議に基づく平成16年
11月12日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 300個
　
平成17年３月30日第
５回定時株主総会決
議に基づく平成17年
７月６日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式)　 970個
　
平成17年３月30日第
５回定時株主総会決
議に基づく平成18年
１月４日取締役会決
議による新株予約権
(普通株式) 1,109個
　
平成18年３月30日第
６回定時株主総会決
議に基づく平成18年4
月26日取締役会決議
による新株予約権
(普通株式) 3,973個
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(重要な後発事象)

第７期第１四半期会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年３月31日)

　該当事項はありません。

第８期第１四半期会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

該当事項はありません。
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